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地域住宅計画

平成 17 年度 ～ 21 年度

 １．地域の住宅政策の経緯及び現況

 ２．課題

　高知県は四国の南部に位置し、人口約８０万人である。
  平成１５年住宅・土地統計調査によると、総住宅数は約３７万戸となっているが、居住世帯のある住宅は約３２万戸である。そのう
ち、昭和５６年以前に建設された木造専用住宅が約１２万戸存在している。このため、近い将来起こると予想されている南海地震に備
えるため、平成１５年度から木造住宅耐震診断事業を実施してきており、平成１７年度からは耐震改修事業も実施することとしてい
る。
  公営住宅については、住宅に困窮する低額所得者対策のほか中山間地域における定住対策、地場産業振興対策等として整備してきて
いる。現在管理戸数は約１．２万戸であり、そのうち耐用年数の１／２以上が経過した古いストックが１／３（約４千戸）を占めてお
り、これまでもストック総合活用計画に基づき計画的に更新・改善を行ってきている。
  また、高齢化も顕著で、平成１５年度の国勢調査によれば、人口に占める６５歳以上の高齢者の割合は２５．０％であり全国平均
（１９．０％）に比べてかなり高く、全国第３位の高齢化率となっている。特に、中山間地域では高齢化の進行と併せて過疎化の進行
も著しい。このため、高齢者の居住については、県の住宅マスタープランでも重要な課題として位置づけ、既存公営住宅の高齢者向け
改善や民間型高齢者向け優良賃貸住宅の供給等を積極的に推進してきている。

①南海地震対策の一つの大きな柱として耐震性に問題がある民間住宅への対応があげられ、耐震診断事業や耐震改修事業のこれまで以
上の積極的な展開が必要である。
②公営住宅については、バリアフリー化や耐震化も含め、居住性の向上を図るべき老朽化した住宅ストックが数多く存在しており、ス
トックの有効活用の観点からもこれらの更新・改善が求められている。
③過疎化の進行や高齢者のみ世帯の増加と相まって、高齢者の居住問題はさらに大きくなることが予想されるため、高齢社会に対応し
た住宅の供給、住情報の的確な提供など高齢者のニーズに合わせたきめ細かな対応が求められている。

高知県及び県内全市町村

高知県地域

 計画期間

 計画の名称

 都道府県名 高知県  作成主体名



単　位 基準年度 目標年度

耐震性の高められた既存木造住宅戸数 戸 木造住宅耐震改修助成事業の実施戸数 0 Ｈ１６ 1,000 Ｈ２１

老朽化した公営住宅の割合 ％
県下の公営住宅管理戸数に対する昭和５
６年度以前の準耐火構造及び木造の管理
戸数割合

25.5 Ｈ１６ 22.6 Ｈ２１

高齢者が安全に安心して暮らし続けること
のできる住宅の供給戸数

戸 地域優良賃貸住宅（高齢者型）の供給戸数 93 Ｈ１６ 230 Ｈ２１

※計画期間の終了後、上記の指標を用いて評価を実施する。

 ３．計画の目標

定　　義

 ４．目標を定量化する指標等

指　　標 従前値 目標値

○快適で安全な住まいの環境をつくる
  近い将来起こると予想される南海地震に対応するため、既存木造住宅の耐震化を推進する。

○良質な住宅ストックを形成する
  県民のライフステージ、ライフスタイルの変化や多様化に対応するため、公的支援による良質な民間住宅の供給促進をはじめ、定住促進のた
めのファミリー向け住宅や宅地の供給等を推進する。また、既存の老朽化した公営住宅等の建替や改善を実施し、良質な住宅ストックの形成を
図る。

○みんなが安心して暮らせるすまいをつくる
  高齢者、障害者等住宅確保要配慮者の居住の安定を確保するため、公営住宅、地域優良賃貸住宅等の的確な供給を推進する。全国平均に比し
て高齢化率が高い本県の状況をふまえ、特に高齢者が安全に安心して暮らし続けることのできる住宅の供給を、福祉部局等とも連携を図りなが
ら促進する。また、住宅要配慮者等に対する公的賃貸住宅の入居募集に係る情報提供も併せて実施する。



 目標を達成するために必要な事業等の概要

(1) 基幹事業の概要

(2)提案事業の概要

(3)その他（関連事業など）

 
○公営住宅等整備事業････県営建替 １団地 ２３４戸、市町村営建替  ６団地 １１８戸、新規  ４団地１３戸 、買取２団地 ８戸
○特定公共賃貸住宅整備事業････市町村営
○高齢者向け優良賃貸住宅供給促進事業････民間型 ８５戸
○地域優良賃貸住宅整備事業 ････高知県全域において整備の促進を行う。入居者資格として特別な事情があり入居させることが適当と
　　　　　　　　　　　　　　　　認められる世帯（一般型）として、UJIターン者、若年世帯、災害被災者、密集市街地からの立退者、
　　　　　　　　　　　　　　　　公営住宅の収入超過者、その他市町村長が特に定住促進対策等として入居が必要と認める世帯とする。
　　　　　　　　　　　　　　　　一般型（公共供給）４団地 １９戸
　　　　　　　　　　　　　　　　高齢者型（民間供給）２団地２７戸
○公営住宅等ストック総合改善事業････県営  外壁改修・下水道接続・アスベスト除去・火災報知器設置・地上デジタル放送対応等
                                  市町村営  高齢者向け改善・外壁改修・下水道接続・火災報知器設置・地上デジタル放送対応等
○公的賃貸住宅家賃低廉化事業
○住宅地区改良等事業････県  住宅新築資金等貸付助成事業、市町村  既設改良住宅個別改善事業
○空き家再生等推進事業････過疎地における不良住宅の除却、空き家建築物の活用
○住宅・建築物安全ストック形成事業････民間木造住宅及び公営住宅の耐震診断・改修設計、民間木造住宅の耐震改修費用に対する助成注１、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び住宅の耐震化のための普及啓発事業

注１：助成額は６０万円（耐震改修費用の額が６０万円未満の場合には当該費用の額）及び耐震改修に係る所得税の特別控除額の合計額とし、当該特別控除額を差し引いて補助金を交付

○建替移転費等助成事業････公営住宅建替事業に伴う移転費・仮住居費の助成
○駐車場整備事業････公営住宅団地の駐車場整備
○定住団地整備事業････地域に定住を希望する者用の分譲宅地の整備
○地域木造振興事業････地域木造住宅の普及促進のための広報・モデル住宅の建設及び展示、県内産材活用木造住宅に対する助成等
○公営住宅等用地取得等事業････公営住宅及び特定公共賃貸住宅用地の取得整備等
○南海地震対策事業････民間木造住宅の耐震改修費用に対する助成注１、地域の災害時（津波）避難場所の整備
○住情報提供事業････公共賃貸住宅インフォメーションセンターの維持運営
○公的賃貸住宅ストック改善事業････既存公的賃貸住宅への改善事業のうち、基幹事業に含まれないもの
○基礎調査事業････将来の住宅政策を策定するための資料収集を目的とした基礎的調査
○公営住宅除却事業････景観向上、防犯、跡地の公的利用等を目的とした公営住宅の除却
○定住促進活性化事業････定住促進に係る助成
○管理用データベース作成等事業・・・・家賃算定基準の見直し等に伴い必要となる入居者管理のためのデータベースの更新等
○定住促進住宅整備事業・・・・地域定住対策のための単独住宅整備等
○公営住宅家賃激変緩和対策事業・・・・公営住宅法施行令改正に伴って家賃が上昇する入居者に対する家賃の軽減

注１：助成額は６０万円（耐震改修費用の額が６０万円未満の場合には当該費用の額）及び耐震改修に係る所得税の特別控除額の合計額とし、当該特別控除額を差し引いて補助金を交付



  目標を達成するために必要な事業等に要する経費等

（金額の単位は百万円）

基幹事業

交付期間内

事業費

３７３戸 5,221

8

８５戸 141

１９戸 232

２７戸 32

1,109

389

186

7,318

642

444

65

1,151

提案事業（地域住宅推進支援事業）

交付期間内

事業費

118

151

23

4

281

17

23

6

103

434

84

1

145

12

50

22

19

11

1

1,505

（参考）関連事業

津野町　外

こうち安心の木の住まい助成事業

馬路村　外

津野町　外

防災施設整備事業

木造モデル住宅展示普及事業

高知県

事業主体

高知県  外

高知県  外

公営住宅家賃激変緩和対策事業

高知県

津野町　外

高知県  外

町産材活用住宅への助成事業

管理用データベース作成等事業

公共賃貸住宅ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

合計

公的賃貸住宅ストック改善事業 高知県  外

定住促進活性化事業

基礎調査事業

香南市　外

  ※交付期間内事業費
は概算事業費

事業主体

馬路村  外

高知県  外

規模

住情報提供事業

公営住宅等用地取得等事業

南海地震対策事業 木造住宅耐震改修助成事業

木の住まい情報発信事業

規模等事業 事業主体

規模等

高知県  外

高知県　外 

高知県  外

事業

梼原町

高知県

高知県  外

南国市 四万十市

高知県  外

公的賃貸住宅家賃低廉化事業

公営住宅等ストック総合改善事業

特定公共賃貸住宅整備事業

高齢者向け優良賃貸住宅等整備事業

地域優良賃貸住宅（一般型）

地域優良賃貸住宅（高齢者型）

津野町

細項目

公営住宅等整備事業

細項目
事業

合計

合計

住宅地区改良等事業

地域木造住宅普及啓発事業

高知市 

高知市 

既設改良住宅個別改善事業 高知市  外

高知県住宅新築資金等貸付助成事業

高知県  外

高知県

空き家再生等推進事業 香美市  外

四万十町

住宅・建築物安全ストック形成事業

定住促進住宅整備事業

公営住宅除却事業

建替移転費等助成事業

駐車場整備事業

地域木造振興事業

定住団地整備事業



参考資料
地域住宅計画（ 高知県地域）事業別事業主体一覧　  計画期間H17～H21

高知県 高知県 住宅新築資金等貸付助成事業 高知県

高知市 高知市 高知市

香美市 香美市 安芸市

南国市 南国市 香南市

土佐市 土佐清水市 南国市

土佐清水市 本山町 土佐市

北川村 三原村 須崎市

本山町 高知県 宿毛市

土佐町 高知市 奈半利町

中土佐町 香美市 安田町

四万十町 南国市 芸西村

津野町 中土佐町 日高村

三原村 本山町 四万十町

馬路村 定住団地整備事業 四万十町 東洋町

土佐町 高知県 北川村

中土佐町 四万十市 馬路村

津野町 土佐町 佐川町

地域優良賃貸住宅（高齢者型） 高知市 梼原町 越知町

高知県 津野町 四万十町

高知市 高知県

室戸市 香南市（旧夜須町）

安芸市 黒潮町（旧佐賀町）

香南市 高知県

南国市 高知市

土佐市 室戸市 平成17年8月9日作成
須崎市 安芸市

宿毛市 香南市 平成18年3月24日第一回変更
土佐清水市 香美市

東洋町 南国市 平成19年3月26日第二回変更
奈半利町 土佐市

安田町 須崎市 平成19年9月28日第三回変更
芸西村 四万十市

本山町 宿毛市 平成20年3月24日第四回変更
土佐町 土佐清水市

いの町 北川村 平成21年2月12日第五回変更
仁淀川町 芸西村

日高村 いの町

佐川町 日高村

越知町 佐川町

四万十町 中土佐町

梼原町 四万十町

津野町 梼原町

黒潮町 津野町

大月町 黒潮町

土佐清水市 土佐清水市

いの町 北川村

仁淀川町 本山町

四万十町 土佐町

大月町 四万十町

高知県 津野町

高知市 住情報提供事業 高知県

香美市 南国市

香南市 四万十市

四万十市 高知県

土佐清水市 高知市

安田町 室戸市

馬路村 安芸市

大豊町 香南市

土佐町 香美市

仁淀川町 南国市

越知町 須崎市

梼原町 宿毛市

津野町 土佐清水市

三原村 東洋町

県 田野町

高知市 北川村

室戸市 馬路村

安芸市 芸西村

香南市 本山町

香美市 土佐町

南国市 大川村

土佐市 仁淀川町

須崎市 佐川町

四万十市 越知町

宿毛市 中土佐町

土佐清水 四万十町

東洋町 梼原町

奈半利町 大月町

田野町 三原村

安田町 香南市

北川村 南国市

馬路村 馬路村

芸西村 佐川町

本山町 東洋町

大豊町 高知県

土佐町 高知市

いの町 室戸市

仁淀川町 香南市

日高村 香美市

佐川町 南国市

越知町 土佐市

中土佐町 須崎市

四万十町 安田町

梼原町 芸西村

津野町 土佐町

黒潮町 四万十町

大月町 本山町

三原村 馬路村

高知県

黒潮町

公的賃貸住宅家賃低廉化事業

住宅・建築物安全ストック形成事業

地域優良賃貸住宅（一般型）

特定公共賃貸住宅等ストック改善事業

空き家再生等推進事業

建替移転費等助成事業

Ｋ.住宅地区改良事業　事業名 事業主体名

個別改善事業
駐車場整備事業

B.提案事業　事業名 事業主体名

公営住宅整備事業（新規、建替）

A.基幹事業　　事業名 事業主体名

定住促進活性化事業

管理用データベース作成等事業

定住促進住宅整備事業

公営住宅家賃激変緩和対策事業

公営住宅等用地取得等事業

防災施設整備

公的賃貸住宅ｽﾄｯｸ改善事業

公営住宅除却事業

公営住宅ストック総合改善事業

地域木造振興事業

基礎調査事業

耐震改修事業

 




